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３文科初第２６９１号 

令和４年３月３１日 

 

 各教科書発行者 殿  

 

 

文部科学省初等中等教育局長  

伯 井 美 徳  

 

 

（公印省略）   

 

 

教科書採択の公正確保について（通知）  

 

 

 

我が国においては，民間主体である教科書発行者が教科書の制作に主たる役
割を担っており，宣伝活動についても一義的にはその判断と責任に委ねられて
いますが，教科書が，全ての児童生徒が必ず使用するものであることに鑑みれ
ば，その採択に高い公正性と透明性が求められることは言うまでもなく，教科
書発行者においても，その意味を十分に認識し，教科書の制作に携わる者とし
ての自覚と責任を持って自らの活動を律することが必要となります。  

教科書採択の公正性・透明性に疑念を生じさせる事態が二度と生じることの
ないよう，一般社団法人教科書協会において，新たな自主ルールとして「教科
書発行者行動規範」が制定されましたが，如何なるルールも遵守されなければ
何の意味もなさないことから，その責務を負う教科書発行者における徹底した
取組を続けていくことが不可欠となります。  

このため，各教科書発行者において，同行動規範及びそれを具体化するため
の社内ルール（教科書協会に非加盟の教科書発行者においては同行動規範に準
じて策定した社内ルール）に基づき，自らの活動に如何なる疑惑の目も向けら
れることのないよう，教科書の著作・編集から検定，採択，供給に至るあらゆ
る段階における教科書採択の公正確保に努めていただくことが求められます。  

ついては，宣伝活動等に関し，特に留意すべき事項について通知しますので，
教科書の編著作者及び編集協力者並びに関連する教材の執筆者を含む全ての関
係者への周知と併せて，これらに違反又は逸脱する行為を社内全体として防止
するための措置，取組に万全を期していただくようお願いします。  
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記  

 
 
（採択期間における教科書見本の取扱いについて）  
 
○ 近年，多くの教科書発行者が，教科書見本の不適切な取扱いを行ってい
たことが明らかとなり，該当の教科書発行者に対して改善を求めたところ
であるが，該当の教科書発行者においては，引き続き，再発防止のための
具体の措置を確実に講ずること。               

○ 令和 4 年度においては，採択権者（公立学校（公立大学法人が設置する
学校を除く。以下同じ。）において使用する教科書については当該学校を
所管する教育委員会，国立大学法人又は公立大学法人が設置する学校及び
私立学校において使用する教科書については当該学校長）による調査研究
に支障が生じないよう，教科書見本の送付先及び送付部数の上限について
下記のとおりとする。  

 

［小・中学校用教科書］  

・ 令和 4 年度は，法令に基づいて，前年度と同一の教科書が採択される
こととなることから，原則として教科書見本は送付できない。  

・ ただし，義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行規
則（昭和 39 年文部省令第 2 号）第 6 条各号に掲げる場合には，採択権者
からの個別の求めに応じ，下記の部数を上限として教科書見本を送付す
ることができる。  

 

・都道府県教育委員会 
・指定都市教育委員会 
・中核市，特例市，特別区教育委員会 
・その他の市町村教育委員会 
・採択地区（単独採択地区を含む。） 
・国立大学法人又は公立大学法人が設 
置する学校及び私立学校 

・教科書センター 

：         １５ 部 
：         １７ 部 
：          ８ 部 
：          ５ 部 
：（構成市町村数＋３）部 
 
：          １ 部 
：         ２ 部 

（※）  指定都市の区域内に設定された採択地区については，4 部を上限とする。 

（※）  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 3 条

の規定により，教育長及び委員の数が 5 人を超える場合には，その超える数 1 人に

つき 1 部を上限として追加で送付することができる。  

 

[高等学校用教科書] 
 

◇  令和３年度に検定を経た教科書の見本  

 

・都道府県教育委員会  

・高等学校（中等教育学校の後期課程及
び特別支援学校の高等部を含む。）を
所管する市町村教育委員会  

・高等学校に置かれる課程  

：       ６ 部  

 

：     原則  １ 部  

 

：     原則  １ 部  



 - 3 - 

（全日制・定時制・通信制）  

・教科書センター  

 

：       １ 部   
（※）  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 3 条の規定により，教育長及び委

員の数が 5 人を超える場合には，その超える数 1 人につき 1 部を上限として追加で

送付することができる。 

（※）  このほか，採択権者から個別に求めがあった場合に，当該採択権者が教科書採択

の権限を有する中等教育学校の前期課程及び併設型中学校の数を上限として，

当該採択権者に送付することは差し支えない。  

（※）  高等学校を所管する市町村教育委員会から個別に求めがあった場合には，教育

長及び委員の数を上限として追加で送付することができる。  

（※）  採択権者から個別に求めがあった場合に，当該採択権者が教科書採択の権限を

有する高等学校の分校又は各学科（普通科・専門学科・総合学科）に 1 部を上限

として送付することは差し支えない。ただし，専門学科については，高等学校設置基

準（平成 16 年文部科学省令第 20 号）第 6 条第 2 項各号に規定する学科ごとに 1

部を上限とする。 

 

◇  令和 2 年度以前に検定を経た教科書の見本  
 

・ 令和 3 年度以前に教科書見本を送付していない場合には，上記「令
和 3 年度に検定を経た教科書の見本」の取扱いに準じて送付すること
ができる。  

  
・ 令和 3 年度以前に教科書見本を送付した場合にも，採択権者からの
個別の求めに応じて，上記「令和 3 年度に検定を経た教科書の見本」
の送付先に１部を上限として送付することは差し支えない。  

 

【その他留意すべき事項】   
・ 上記部数は，送付することができる教科書見本の上限であるが，採択事
務に支障が生じないよう，特に都道府県教育委員会及び実際に教科書の採
択を行う採択権者に対しては，可能な限り漏れなく送付するよう配慮する

こと（ただし，職業に関する教科については，各 1 部を送付することとし
て差し支えない。）。  

また，上述のように，公立学校において使用する教科書を採択する権限
は，当該学校を所管する教育委員会が有しており，教科書採択に当たって
の調査研究についてもその判断と責任において実施するものであることか
ら，高等学校にのみ教科書見本を送付し，当該高等学校を所管する教育委
員会に送付しないといった取扱いは厳に慎むこと。   

・ 上記を除き，採択関係者（教育委員会関係者又は校長若しくは教師を含
む全ての学校関係者その他教科書採択に関与し得る全ての者をいう。）へ
の教科書見本の献本又は貸与は，名目の如何を問わず認められていないこ
と（採択関係者からの求めに応じた献本又は貸与も同様である。）。  

特に，令和 2 年度以前に検定を経た教科書の見本については，既に有償
で販売されていることから，採択関係者への不当な利益供与との疑念を生
じさせることのないよう，その取扱いにはくれぐれも注意すること。    

・ 各学校への教科書見本の送付は，原則として，郵送等によるものとし，
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教科書発行者が持参する場合には，当該学校の了解を得た上で行うこと。  

また，例年，教科書見本の管理が煩雑になるとの指摘もあることから，
採択権者等への送付に当たっては，複数の種目の教科書見本をまとめて送
付する，送付目録を添付する等の工夫を講ずるよう努めること。   

・ 教科書見本については，制作し次第，速やかに送付し，4 月末日（教科書
センターには 5 月末日）までに送付が完了するよう努めること。   

・ 教科書見本の送付先及び送付部数の管理を厳格に行い，文部科学省ある
いは採択権者からの問合せに適切に対応できるようにすること。  

また，教科書協会に加盟の教科書発行者にあっては，採択期間終了後に
採択権者等に送付した教科書見本の総部数を教科書協会に報告すること。   

・ 教科書の発行に関する臨時措置法施行規則（昭和 23 年文部省令第 15 号）
第 8 条第 2 項の規定により，都道府県教育委員会（又は教科書センター）
において保存されている教科書見本を教科書展示会に出品しようとすると
きは，同条第 3 項の規定により，その旨を文部科学省及び都道府県教育委
員会に対して，5 月末日までに通知すること。   

・ 教科書見本と併せて，内容解説資料その他広く無償で配布する資料を採
択権者等に送付することは差し支えないが，その場合には，教科書見本と
紛れのないよう，外観により容易に見分けがつく装丁，梱包とすること。   

・ 教科書見本の送付先や送付部数等に疑義がある場合には，必要に応じて
教育委員会等に確認した上で送付すること。特に，採択権者からの個別の
求めに応じて，高等学校の分校若しくは学科に教科書見本を送付する場合
又は令和元年度以前に検定を経た教科書の見本を送付する場合等の具体の
手続については，各教育委員会等が定めることとなるため注意すること。  

 

（教科書の編著作者及び編集協力者並びに関連する教材の執筆者に関する情報
の取扱いについて）  

 
○ 平成 29 年度及び令和 3 年度に検定を経た教科書等の編著作者及び編集
協力者に関しては，その氏名及び所属等に関する情報を取りまとめた上で，
文部科学省から各都道府県教育委員会に対して，教科書見本の送付時期で
ある 4 月末日までに送付することとしているため，教師用指導書及び教科
書準拠周辺教材の執筆者に関する情報についても，当該者の同意を得た上
で，教科書協会に加盟の教科書発行者にあっては教科書協会を通じて，非
加盟の教科書発行者にあっては直接，同時期までに各都道府県教育委員会
に送付すること。   

○ そのほか，交通費・宿泊費，飲食費その他名目を問わず，採択関係者に
係る何らかの費用を負担した場合には，その状況についても，採択権者か

らの問い合わせに対応することができるよう適切な情報管理を行うこと。  

 

（検定申請本の取扱いについて）  
 

令和 4 年度においては，小学校用教科書及び高等学校用教科書について検
定申請の受付が行われることとなるが，当該検定に係る検定申請本の取扱い
については，教科用図書検定規則実施細則（平成元年文部大臣裁定）の規定
のほか，下記事項を遵守すること。   



 - 5 - 

・ 検定申請本及びその内容を，教科書採択を勧誘するための宣伝活動（実
質的にこれと同視され得るものを含む。）には一切用いないこと。   

・ 検定申請本及びその内容については，教科書の編著作者及び編集協力者
のほか，教師用指導書及び教科書準拠周辺教材の執筆者並びに学習者用デ
ジタル教科書の製作関係者に，その執筆に当たって必要な部分を提供する
場合を除いては，採択関係者その他の第三者に対して提供又は開示を行わ
ないこと。   

・ 教科書の編著作者及び編集協力者，教師用指導書及び教科書準拠周辺教
材の執筆者並びに学習者用デジタル教科書の製作関係者に検定申請本の内
容の一部を提供するに当たっては，情報の取扱いに関する誓約書を取り交
わすとともに，翌年度以降の教科書採択に当たって，当該者の氏名及び所
属，提供した検定申請本の内容等に関する情報を都道府県教育委員会等に
提供することができるよう適切な情報管理を行うこと。  

 

（過当な宣伝活動等について）  
 

採択権者による教科書採択の判断に不当な影響を及ぼすことのないよう，
下記事項を遵守するなど，過当な宣伝活動等は厳に慎むこと。特に，採択期
間における教科書発行者の活動は，その意図に関係なく，教科書採択の勧誘
を目的としていると受け止められかねないことから，採択関係者に対する不
公正な行為との疑念を生じさせることのないようくれぐれも注意すること。   
・ 採択関係者若しくは公職関係者又はこれらの職にあった者など採択関係
者に影響力を及ぼし得る者（教科書発行者の社員である者を除く。）を教
科書採択の勧誘を目的とした宣伝活動等に従事させないこと。   

・ 採択関係者の自宅訪問は一切行わないこと。   
・ 採択期間においては，新たに採択される教科書に関する説明会，講習会
又は研修会等（関連する教材の説明等を目的としたもののほか，教科書発
行者若しくは教科書の編著作者若しくは編集協力者の宣伝を目的としたも
の又はその目的であるとの疑念を生じさせるおそれのあるものを含む。）
を主催せず，他の主体が主催するこれらの会議の開催に原則として関与し
ないこと。また，教科書の編著作者及び編集協力者，関連する教材の執筆
者並びにその他教科書発行者と実質的な関係にある者に対しても，これら
の取扱いについて周知することにより，教科書発行者によるこれらの会議
の主催ないしは開催への関与が禁止されていることの趣旨を損なうことの
ないよう留意すること。   

・ 採択期間終了後に教科書見本，教師用指導書その他の教材等を献本する
こと又は教科書等に関する説明会，講習会若しくは研修会等を開催するこ

とを約することを以て，教科書採択の勧誘を行わないこと。   
・ 教科書や教師用指導書と類似若しくは同視し得る資料を作成し，又は自
ら行うと第三者をしてであるとを問わず配布しないこと。   

・ 学校又は児童生徒への教科書の供給過程において，教科書以外の資料を
挿入・添付し，又は宣伝用の袋を使用するなどして教科書その他の教材等
の宣伝活動を行わないこと。  

 

（不当な利益供与の禁止について）  
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採択関係者に対して，教科書採択の勧誘を目的として又はその目的である

との疑念を生じさせるおそれがある形での金銭その他の利益の供与又はその
申出は，絶対に行わないこと。  

この点，教科書発行者行動規範においては，不当な利益供与として禁止さ
れる行為の具体例が挙げられているとともに，教科書採択の公正性・透明性
の確保の徹底を目的として，教科書，教師用指導書及び教科書準拠周辺教材
に関する意見聴取の対価の支払いが禁止されていることに留意すること。  

 

（その他）  
 
○ 如何なる理由があろうとも，自ら行うと第三者をしてであるとを問わず，
他の教科書発行者及びその発行する教科書の内容に関する誹謗中傷は，絶
対に行わないこと。   

○ 本通知若しくは教科書発行者行動規範等に違反し，又は逸脱する行為が
教科書発行者により行われていることが確認された場合には，教科書発行
者名を含めて公表するとともに，事案の内容に応じて，必要な法令上の措
置を講ずることとなることに留意すること。  

  なお，検定，採択，発行に関し不公正な行為をした申請者による当該事
案に関係する種目の申請図書については，直近の年度の検定において内容
審査に入ることなく検定審査不合格の決定を行うこととなること。  

万が一，自社においてそのような行為が行われていることを了知した場
合には，速やかに当該行為を停止する等の措置を講ずるとともに，文部科
学省に対してその旨を申し出ること。  

 

 

 

            【担当】  

              文部科学省初等中等教育局教科書課企画係  

               電話 03(5253)4111 内線 2576 
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